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１．基準点の設置状況１．基準点の設置状況

国土地理院の基準点（全国）国土地理院の基準点（全国）

種 類 点 数 内 訳 平均距離

電子基準点 1,240 20 km

三角点 109,074 一等三角点 975 25 km三角点 109,074
二等三角点 5,060
三等三角点 32,326
四等三角点 70,713

8 km
4 km

1.5 km

水準点 18,239 基準水準点 86
一等水準点 14,682
二等水準点 3,471

150km
2 km   
2 km    

合 計 128,553

（（20112011年年33月月3131日現在）日現在）
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国土 位置 基準を与えるイ国土 位置 基準を与えるイ

基準点の役割基準点の役割
国土に位置の基準を与えるインフラ国土に位置の基準を与えるインフラ

測量標（電子基準点、三角点、水準点を表す標石及び
金属標）金属標）

測量成果（測量標の緯度、経度、高さ）

基本測量＝基本測量＝すべての測量の基礎、国土地理院が実施すべての測量の基礎、国土地理院が実施

公共測量＝公共測量＝国・地方公共団体による測量国・地方公共団体による測量公共測量＝公共測量＝国・地方公共団体による測量国・地方公共団体による測量

基本測量成果に基づき実施基本測量成果に基づき実施

公共測量（国・地方公共団体）
公共基準点 ： 数100万点

基本測量（国土地理院）

１～４級基準点、街区基準点、地籍図根三角点等
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基本基準点 ： 約13万点

電子基準点、三角点、水準点等



２．測量成果の公表停止２．測量成果の公表停止
東北地方太平洋沖地震の地殻変動によって

基準点の相対的位置関係が大きく変化

（測量法第31条）地かく、地ぼう又は地物の変動そ

の他の事由により基本測量の測量成果が現況に適の他の事由により基本測量の測量成果が現況に適
合しなくなった場合においては、遅滞なく、その成果
を修正しなければならないを修正しなければならない。

変動した基準点の測量成果を使用して公共測量変動した基準点の測量成果を使用して公共測量
等を実施すると、正確な測量成果が得られない。

5基準点測量成果の公表を停止（基準点測量成果の公表を停止（2011/3/142011/3/14））



電子基準点・三角点の成果公表停止地域電子基準点・三角点の成果公表停止地域

推定歪みが2ppmを超えた地域
で成果停止（3月14日）

三角点約4.4万点停止
電子基準点438点について、

5月31日 新 い測量成果 公表5月31日に新しい測量成果を公表

断層モデルから計算された推定歪み
三角点成果公表停止地域 6



水準点の成果公表停止範囲水準点の成果公表停止範囲

上下変動が数cmとなる地域で
成果停止（水準路線単位）

水準点：約1500点

成果停止（水準路線単位）

成果停止水準路線地震に伴う上下変動量
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３．測量成果の改定３．測量成果の改定

成果改定に求められる要件成果改定に求められる要件

A：被災地の復旧・復興のために必要となる公共事業等に
対して早急に改定成果を公表

B：将来にわたり安定的な成果の提供
→本震後も大規模な余震や余効変動は継続 直ちに→本震後も大規模な余震や余効変動は継続、直ちに
成果改定すると再改定が必要

→何回も成果改定が必要とな ては逆に社会的コストの→何回も成果改定が必要となっては逆に社会的コストの
増大を招く

8A・Bの矛盾した要件を満たしつつ測量成果を提供する必要



東北地方太平洋沖東北地方太平洋沖地震後地震後の地殻変動（東西）の地殻変動（東西）

盛岡市盛岡市

30cm

仙台市仙台市

30cm

3/12 5/28

9
本震から本震から22ヶ月が経過し、余効変動の影響が小さくなってきたヶ月が経過し、余効変動の影響が小さくなってきた

/ /



電子基準点成果改定の流れ電子基準点成果改定の流れ
電子基準点364点の成果公表停止

（3/14）

地震に伴う変動の小さい西日本地域
においては、従来の

「測地成果2000」を利用

東日本地域においては、最新のVLBI
及びGPS観測に基づいて成果計算

計算の結果、成果公表停止地域の
境界付近で精度が十分確保できない境界付近で精度が十分確保できない

ことが判明

成果改定を行う地域に富山県 石川成果改定を行う地域に富山県、石川
県、福井県、岐阜県を含め、電子基

準点の改定成果を計算
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新しい測量成果を公表（5/31）



電子基準点の測量成果改定の電子基準点の測量成果改定の報道発表（報道発表（2011/5/312011/5/31））
・電子基準点（438点）の新しい測量成果公表
・三角点の成果公表停止（富山県、石川県、福井県、岐阜県）
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三角点の改測三角点の改測
改測作業の実施（約1900点）
・高度地域基準点高度地域基準点（骨格的な三角点）

584点
・三角点改測三角点改測1300点（主に太平洋沿岸）

高度高度地域地域基準点基準点

座標補正ﾊﾟﾗﾒｰﾀ作成
三角点改測三角点改測

高度高度地域地域基準点基準点
東北～関東・甲信越地方東北～関東・甲信越地方

584584点点座標補 ﾗ ﾀ作成

ﾊﾟﾗﾒ ﾀ改算による

三角点改測三角点改測
主に太平洋沿岸主に太平洋沿岸

13001300点点

点点

ﾊ ﾗﾒｰﾀ改算による
未改測点の成果計算

成果改定・公開
を 標（10月を目標）
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座標補正パラメータによる成果改定座標補正パラメータによる成果改定
 地殻変動を補正するためのソフトウェア（PatchJGD）
 補正パラメータ（三角点の改測終了後）（三角点の改測終了後）

ソフトウェア（PatchJGD）の

国土地理院ウェブページから

ダウンロードして、公共基準点の
成果改定に利用可能
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ソフトウェア（PatchJGD）の
メイン画面



座標補正パラメータの構築座標補正パラメータの構築
 電子基準点及び高度地域基準点測量における変動量
 クリギング法による補間計算でパラメータ構築

： 電子基準点・高度地域基準点
： パラメータのあるグリッド
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： GPS観測による変動量

ラ タのあるグリッド
（約１ｋｍメッシュ）



座標補正パラメータによる改算座標補正パラメータによる改算
 対象点対象点のメッシュの四隅のパラメータを使用
 バイリニア補間により、補正量を求める
 国土地理院のP hJGDによ てパラメ タ補正計算が可能 国土地理院のPatchJGDによってパラメータ補正計算が可能

： パラメータのあるグリッド
約

： パラメータによる補正量
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（約１ｋｍメッシュ）
ラメ タによる補正量



水準点の改測水準点の改測

精密測地網高精度三次元測量精密測地網高精度三次元測量
（水準測量）の実施（水準測量）の実施
・一等水準点：約1860点
・一等水準路線：約3600km等水準路線：約3600km

多点固定での網平均計算

成果改定・公開
（10月を目標）（ 月を目標）
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ウェブサイトウェブサイト
基準点測量成果の取り扱いについて基準点測量成果の取り扱いについて基準点測量成果の取り扱いについて基準点測量成果の取り扱いについて
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東北地方太平洋沖地震に伴う公共測量の実施に東北地方太平洋沖地震に伴う公共測量の実施に
関する対応関する対応QQ＆＆AA関する対応関する対応QQ＆＆AA
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４．まとめ４．まとめ
・平成・平成2323年東北地方太平洋沖地震（年東北地方太平洋沖地震（M9.0M9.0）に伴い、広範囲で）に伴い、広範囲で
顕著な地殻変動を検出顕著な地殻変動を検出

・最大で水平約5.3m、沈降約1.2m

・推定歪みや上下変動を考慮し・推定歪みや上下変動を考慮し 3/143/14に測量成果の公表停止に測量成果の公表停止・推定歪みや上下変動を考慮し、・推定歪みや上下変動を考慮し、3/143/14に測量成果の公表停止に測量成果の公表停止

・電子基準点364点、三角点約4.4万点（1都19県）（5/31に４県追加）
・水準点約1500点

・電子基準点の改定成果は・電子基準点の改定成果は55月月3131日公開日公開

水準点約 点

・改定成果のニーズと余効変動等による影響を考慮

・三角点成果改定、水準点成果改定・三角点成果改定、水準点成果改定→→1010月目標月目標

改定成果のニ ズと余効変動等による影響を考慮

・セミ・ダイナミック補正のパラメータ（・セミ・ダイナミック補正のパラメータ（20112011年度版）の公表年度版）の公表

・改測作業中

セミ ダイナミック補正のパラメ タ（セミ ダイナミック補正のパラメ タ（20112011年度版）の公表年度版）の公表

・電子基準点成果公開後、F3解との組み合わせにより構築
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